
防衛庁訓令第２９号

自衛隊予算の執行手続に関する訓令を次のように定め

る。

昭和３２年５月１７日

防衛庁長官 小滝 彬

防衛省予算の執行手続に関する訓令

（この訓令の目的）

第１条 この訓令は、防衛省予算（（組織）防衛本省、

（組織）地方防衛局及び（組織）防衛装備庁に計上さ

れた予算をいう。）の執行に関する手続を定めること

を目的とする。

（予算総括者）

第２条 次の各号に掲げる者（以下「予算総括者」とい

う。）は、当該各号に定めるところによりこの訓令に

定める予算の執行に関する総括事務を行うものとする。

(1) 大臣官房長 防衛省予算の執行に関する事務のう

ち次号から第１１号までに規定する場

合を除く総括事務



(2) 防衛大学校長 防衛大学校に係る予算の執行に関

する総括事務

(3) 防衛医科大学校長 防衛医科大学校に係る予算の

執行に関する総括事務

(4) 防衛研究所長 防衛研究所に係る予算の執行に関

する総括事務

(5) 統合幕僚長 統合幕僚監部に係る予算の執行に関

する総括事務

(6) 陸上幕僚長 陸上自衛隊に係る予算の執行に関す

る総括事務

(7) 海上幕僚長 海上自衛隊に係る予算の執行に関す

る総括事務

(8) 航空幕僚長 航空自衛隊に係る予算の執行に関す

る総括事務

(9) 情報本部長 情報本部に係る予算の執行に関する

総括事務

(10)防衛監察監 防衛監察本部に係る予算の執行に関

する総括事務



(11)防衛装備庁長官 防衛装備庁に係る予算の執行に

関する総括事務

２ 防衛省本省の内部部局、防衛大学校、防衛医科大学

校、防衛研究所、統合幕僚監部、情報本部、防衛監察

本部、地方防衛局及び防衛装備庁（以下「機関等」と

いう。）が自衛官の派遣を受けている場合において当

該派遣自衛官のために支弁すべき経費又は自衛隊法（

昭和２９年法律第１６５号）第２１条の２第１項の規

定に基づき置かれた部隊（以下「共同の部隊」という。

）若しくは同法第２４条第５項の規定に基づき置かれ

た機関（以下「共同機関」という。）に必要な経費に

ついては、前項の規定にかかわらず、それぞれ派遣を

受けている機関等又は共同の部隊若しくは共同機関を

監督する予算総括者が、当該経費に係る予算執行に関

する総括事務を行うものとする。

（年度計画）

第３条 予算総括者は、その総括する予算の年度執行計

画を策定し、別紙様式第１による支出負担行為計画予



定総表及び別紙様式第２による支払計画予定総表を作

成し、別に定める場合のほか、毎会計年度開始３０日

前までに防衛大臣に提出しなければならない。

（支出負担行為の計画示達の要求）

第４条 予算総括者は、支出負担行為計画予定総表に従

い、毎四半期において要する支出負担行為の計画の示

達の要求総括表（以下「示達要求総括表」という。）

を別紙様式第３により作成し、当該四半期開始日の前

日までに防衛大臣に提出しなければならない。

２ 特別の理由により前項の示達要求総括表において要

求されたもの以外に支出負担行為をする必要を生じた

ときは、当該必要に係る示達要求総括表を別紙様式第

３に準じてその都度作成し、前項の例によりその都度

防衛大臣に提出するものとする。

３ 予算総括者は、次の各号に掲げる経費ごとに別紙様

式第４の支出負担行為計画示達要求書を作成し、示達

要求総括表に添付しなければならない。

(1) 防衛省設置法（昭和２９年法律第１６４号）第４



条第１項第１２号の定めるところにより地方防衛局

長を通じて行う建設工事等に要する経費

(2) 装備品等及び役務の調達実施に関する訓令（昭和

４９年防衛庁訓令第４号。以下「調達訓令」という。

）第３条に規定する装備品等及び役務の調達に要す

る経費

(3) 機関等が自衛官の派遣を受けている場合において

当該派遣自衛官のために支弁すべき経費

(4) 防衛省以外の官庁に対し業務を委託している場合

における当該委託業務に要する経費

(5) 前各号に掲げる経費以外の経費

（流用禁止）

第５条 防衛大臣は、予算執行上必要があると認めると

きは、別紙様式第５による支出負担行為計画示達内訳

書（以下「示達内訳書」という。）を支出負担行為計

画示達表に添付するものとし、この場合には、支出負

担行為担当官は、前条に定める支出負担行為の計画示

達の要求の手続に準ずる支出負担行為の計画示達の変



更要求の手続を経た後でなければ、示達内訳書に記載

された各事項の金額の全部又は一部を他の事項に流用

して支出負担行為をしてはならない。

（報告）

第６条 大臣官房長は、予算執行上必要があると認めた

場合においては、予算総括者に所要の報告を求めるこ

とができる。

（支払計画の示達要求）

第７条 各官署支出官は、毎四半期において要する支払

計画の示達の要求書を作成し、別に定める場合のほか、

当該四半期開始３５日前までにその所属する予算総括

者に提出しなければならない。

２ 前項の要求書の提出を受けた予算総括者は、毎四半

期において要する支払計画の示達の要求書を別紙様式

第６により作成し、別に定める場合のほか、当該四半

期開始３０日前までに防衛大臣に提出しなければなら

ない。

３ 特別の理由により前項の支払計画の示達以外の支払



計画の示達の必要を生じたときは、当該必要に係る支

払計画の示達の要求書を別紙様式第７により作成し、

前項の例によりその都度防衛大臣に提出するものとす

る。

附 則

１ この訓令は、昭和３２年５月１７日から施行し、同

年５月１日から適用する。

２ 防衛庁予算の執行手続に関する訓令（昭和３０年防

衛庁訓令第６３号）は、廃止する。

附 則（昭和３３年６月７日庁訓第３８号）

この訓令は、昭和３３年６月７日から施行し、同年４

月１日から適用する。

附 則（昭和３４年５月８日庁訓第２６号）

この訓令は、昭和３４年５月８日から施行し、同年４

月１日から適用する。

附 則（昭和３７年１１月１日庁訓第７３号（抄

））

１ この訓令は、昭和３７年１１月１日から施行する。



附 則（昭和４８年１０月１６日庁訓第５０号）

この訓令は、昭和４８年１０月１６日から施行する。

附 則（昭和４８年１１月２７日庁訓第６０号）

この訓令は、昭和４８年１１月２７日から施行する。

附 則（昭和５９年５月３０日庁訓第３３号）

この訓令は、昭和５９年６月１日から施行する。

附 則（昭和５９年６月３０日庁訓第３７号（抄

））

１ この訓令は、昭和５９年７月１日から施行する。

附 則（昭和６０年４月６日庁訓第１９号）

この訓令は、昭和６０年４月６日から施行する。

附 則（平成元年３月４日庁訓第６号（抄））

１ この訓令は、平成元年３月４日から施行する。

５ この訓令の施行の際現に存する改正前の様式による

用紙は、当分の間、これを修正した上使用することが

できる。

附 則（平成１２年３月３１日庁訓第５４号）

この訓令は、平成１２年４月１日から施行する。



附 則（平成１３年１月６日庁訓第２号（抄））

１ この訓令は、平成１３年１月６日から施行する。

附 則（平成１３年３月３０日庁訓第５７号）

この訓令は、平成１３年４月１日から施行する。

附 則（平成１７年２月２８日庁訓第１５号）

この訓令は、平成１７年２月２８日から施行する。

附 則（平成１８年３月２７日庁訓第１２号（抄

））

１ この訓令は、平成１８年３月２７日から施行する。

附 則（平成１８年７月２８日庁訓第８３号（抄

））

１ この訓令は、平成１８年７月３１日から施行する。

附 則（平成１９年１月５日庁訓第１号（抄））

１ この訓令は、平成１９年１月９日から施行する。

４ この訓令の施行の際に現に存する改正前の様式によ

る用紙は、当分の間、これを修正した上で使用するこ

とができる。

附 則（平成１９年８月３０日省訓第１４５号（



抄））

１ この訓令は、平成１９年９月１日から施行する。

附 則（平成２０年３月２５日省訓第１２号（抄

））

１ この訓令は、平成２０年３月２６日から施行する。

附 則（平成２７年１０月１日省訓第３９号（抄

））

１ この訓令は、平成２７年１０月１日から施行する。

附 則（平成２８年３月３１日省訓第３７号）

この訓令は、内閣の重要政策に関する総合調整等に関

する機能の強化のための国家行政組織法等の一部を改正

する法律の施行の日（平成２８年４月１日）から施行す

る。

附 則（令和５年６月２０日省訓第５３号）

（施行期日）

１ この訓令は令和５年７月１日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令の施行の際現にあるこの訓令による改正前



の様式により使用されている書類は、この訓令による

改正後の様式によるものとみなす。



別紙様式第１（第３条関係）

年度 支出負担行為計画予定総表

（予算総括者名） （単位：千円）

歳出予算現額 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 計 未計画額

科 目 歳 出 前年度

予算額 繰越額 総額 内中央 総額 内中央 総額 内中央 総額 内中央 総額 内中央 総額 内中央 総額 内中央

調達分 調達分 調達分 調達分 調達分 調達分 調達分

（備考）

１ 歳出予算、国庫債務負担行為又は継続費別に作成すること。

２ 科目は、項目別に記入すること。

３ 予算総括者別に提出すること。

４ 本表で「中央調達分」とは、調達訓令第３条に規定する装備品等及び役務の調達及び地方防衛局の所掌する建設工事等をいう。

５ 本表の予算額には、国会成立予算の組織別内訳の予算総額を記入するものとする。

６ 本表の作成時までに前年度繰越額が未決定の場合は、その決定後なるべく速やかに当該繰越分について本表を作成し提出すること。



別紙様式第２（第３条関係）

年度 支払計画予定総表

（予算総括者名） （単位：千円）

科 目 歳出予算現額 １／四半期 ２／四半期 ３／四半期 ４／四半期 出納整理期間 翌年度へ 計 未計画額 摘 要

の繰越額

（備考）

１ 科目については、目別まで記入すること。

２ 予算総括者別に提出すること。

３ 本表の予算現額には、国会成立予算の組織別内訳の予算総額を記入するものとする。



別紙様式第３（第４条関係）

年度 第 四半期支出負担行為計画示達要求総括表

（予算総括者名） （単位：千円）

歳出予算現額 前回までの示達額 今回示達要求額 差引予算残額

科目

当初 前年度 補 正 流 用 他省庁 他機関 計 繰 越 本来分 他機関 計 繰 越 本来分 他機関 計 計

成立 繰越額 計上額 増減額 と の と の (A) 予算分 分 (B) 予算分 分 (C) (Ａ－Ｂ－Ｃ)
予算 移 替 移 替

（備考）

１ 歳出予算、国庫債務負担行為又は継続費別に作成すること。

２ 科目は、項目別に記入のこと。

３ 第４条第３項第１号に該当するものについて、工事の実施等に関し地方防衛局長と協議を要する場合は、示達要求額は協議済の金額とする。

４ 本来分とは、繰越予算分及び他機関への示達額を除いたものをいう。



別紙様式第４（第４条関係）

（示達先支出負担行為担当官名）

年度 第 四半期支出負担行為計画示達要求書

（単位：円）

今回示達額

科目及び事項 前回までの示達済額 合 計 備 考

（Ａ） 数量 単価 金額（Ｂ） （Ａ＋Ｂ）

（項）

（目）

（目の細分）

（経費項目名）

（備考）

１ 繰越予算分及び既契約の歳出化予算分については、備考欄にその旨明記すること。

２ 本表は、第４条第３項各号の区分に従い別紙とするほか、支出負担行為担当官別に作成すること。

３ 施設整備費については、経費項目名は実施計画書に定める「工事名称」による。

４ 第４条第３項第１号又は第４号に該当するものについて、工事の実施等に関し地方防衛局長と協議を要する場合は備考欄に協議済年月日及び工

事番号を記入しなければならない。

５ 艦船建造費については、計画年度、艦種及び艦別を明記すること。

６ 既示達事項に係る予算増額又は予算減額の要求の場合は、備考欄に予算増額又は予算減額の要求であること及び前回の示達番号を明記するこ

と。



別紙様式第５（第５条関係）

年度 第 四半期支出負担行為計画示達内訳書（示達先支出負担行為担当官名）

（単位：円）

今回示達要求額

科目、事項及び品名又は件名 前回までの示達済額 合 計 備 考

（Ａ） 数量 単価 金額（Ｂ） （Ａ＋Ｂ）

（項）

（目）

（目の細分）

（経費項目名）

（品名又は件名）

（備考）

１ 繰越予算分及び既契約の歳出化予算分については、備考欄にその旨明記すること。

２ 本表は、第４条第３項各号の区分に従い別紙とするほか、支出負担行為担当官別に作成すること。

３ 施設整備費については、品名又は件名の記載を要せず、経費項目名は実施計画書に定める「工事名称」による。

４ 艦船建造費については、計画年度、艦種及び艦別を明記すること。

５ 既示達事項に係る予算増額又は予算減額の要求の場合は、備考欄に予算増額又は予算減額の要求であること及び前回の示達番号を明記するこ

と。



別紙様式第６（第７条関係）

年度 第 四半期支払計画予定総表

（予算総括者名） （単位：千円）

歳 出 １／四半期 出 納 翌年度へ

科 目 ２／四半期 ３／四半期 ４／四半期 計 未計画額 摘要

予算現額 ４月分 ５月分 ６月分 計 整理期間 の繰越額

（備考）

１ 科目については、目別まで記入すること。

２ 予算総括者別に提出すること。

３ 本表の予算現額には、国会成立予算の組織別内訳の予算総額を記入するものとする。

４ 本表は、第１四半期提出分のモデルである。各四半期ごとに本表に準じて作成すること。



別紙様式第７（第７条関係）

年度 第 四半期支払計画

（予算総括者名） （単位：千円）

部局等 ／四半期 ／四半期 月分支出官別内訳 支払計

及 び 支払計画額 支払計画済額 画残額

科 目 計

（項）

（目）

（備考）

１ 科目については、目別まで記入すること。

２ 予算総括者別に提出すること。

３ 本表の四半期支払計画額は、四半期支払計画予定総表（別紙様式第６）の当該四半期の総額を記入するものとする。

４ 支出官別内訳の欄には、該当の支出官名を記入すること。

５ 必要により、支出官別内訳の区分は調整すること。


